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研究成果の概要：1)中国西部地区農村の最南部雲南省、西北部甘粛省を選び、両省の社会科学

院社会学研究所並びに関連機関と連携し、雲南省金平県約 300 戸、甘粛省夏河県 100 戸、甘粛

省通渭県 300 戸、雲南省南華県 400 戸、甘粛省武山県 300 戸、合計 5 箇所 1400 戸の貧困村の

実態調査を実施した。また農家の他、政府機関、病院、学校等の調査も実施した。収集したデ

ータを中国貧困農村データベースとして整備した。 
2)ワークショップ（18 年度：甘粛省蘭州市、19 年度：雲南省昆明市郊外、20 年度：静岡県伊

東市と東京）を開催し、日中の研究者が相互に研究報告を行い、交流を図ると共に互いの知見

を確かめ合った。 
3)収集した資料のうち、特に夏河県の統計年鑑は 1990 年以降の貧困県の変化を捉えるのに貴

重な資料となる。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005 年度 5,300,000 1,590,000 6,890,000 

2006 年度 6,500,000 1,950,000 8,450,000 

2007 年度 6,500,000 1,950,000 8,450,000 

2008 年度 7,500,000 2,250,000 9,750,000 

  年度    

総 計 25,800,000 7,740,000 33,540,000 

 
 
研究分野：中国経済論 
科研費の分科・細目：地域研究 
キーワード：(1)経済事情 (2)貧困研究  (3)援助研究  (4)農村教育 
 
１．研究開始当初の背景 
めざましい経済発展を遂げている中国であ
るが、沿海部と内陸部、都市と農村の格差、
さらには都市内部と農村内部における経済
格差は拡大する一方であり、公式に農村貧困
率は３%に低下したとしても、依然として中
国内陸部の、とくに少数民族地区と山間部農
村の貧困問題は深刻であり、中国政府および

世銀など海外からの中国貧困削減援助計画
の大部分はこうした地域に向けられている。
そうした研究には現地の実態調査が欠かせ
ないが、雲南省社会科学院社会学研究所と甘
粛省社会科学院社会学研究所の密接な協力
を得ることができた。 
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本研究の主たる目的は、中国貧困農村におけ
る貧困発生、拡大、継続、あるいは軽減のメ
カニズムを社会経済的視野から調査し、併せ
て貧困対策の効果を測定し、今後の中国のみ
ならず途上国に対する貧困削減支援政策に
も貢献しようとするものである。 
 
３．研究の方法 
1)「扶貧点（貧困援助地点）」と呼ばれる典型
的な中国貧困農村を２カ所（うち１カ所は南
部山岳地帯、１カ所は西部の乾燥地帯）以上
を選び、農家家計調査のみならず、県以下の
行政組織、つまり郷と村に対する継続的調査
を行う。2)貧困を単に経済的貧しさとしての
み捉えるのではなく、センのいう潜在能力
（capability)の喪失・剥奪と見なし、とくに
教育や医療面に重点を置き、貧困、教育、医
療、政治参加をキーワードに、これら諸要因
の相互関係、相互メカニズムを多角的に調べ、
貧困農村の実態を浮き彫りにする。3)中国お
よび海外からの貧困援助政策の実施とその
効果を評価し、将来の貧困援助対策の一助と
しようとする。4)日本の草の根援助と連携し、
その援助が実際どのように実行され、対象農
村でいかに機能し、効果を発揮しているのか、
またどのような問題を孕んでいるのかを調
査する。 
 
４．研究成果 
上記の「研究成果の概要」も参照 
1) 合計 5 カ所の貧困農村を調査し、合計約

1400戸の農家にかんする詳細なデータを
収集し、併せて当該貧困県の基本状況も
調査した。 

2) 貧困県の貧困が「悪循環」を形成してい
ることをこれらの調査から発見した。貧
困と教育水準は単純な関係にあるのでは
なく、市場化や農外就業との関係や健
康・医療水準と密接な関係を持っている
ことが見出すことができた。 

3) 国内外の位置づけ：従来も、代表責任者
を中心に中国農村における農家実態調査
はなされてきたが、少数民族地区の、貧
困問題に焦点を当てた調査はほとんどな
されてこなかった。その意味で、今回の
調査は貴重はデータを収集できたという
点だけ取り上げても、大きな意味がある。 

4) 国内外へのインパクト：この研究はとく
に中国国内の地方レベルにおいて関心を
呼び、四川省社会科学院や甘粛省社会科
学院におけるこれまでの農村貧困研究と
対照することが議論になっている。国内
においては開発経済研究者たちにもデー
タを供給し、新たな視点から共同研究を
行う可能性についていま話し合われてい
る。 

5) 今後の展望：中国農村は貧困地区といえ

どもいま大きく変わりつつある。現政権
の「調和の取れた社会建設」政策の下で
西部地区農村にも政府援助の手が入りつ
つある。データの質を高める意味でも 1
回限りの調査ではなく、同一世帯と同一
農村に対して 5 年後、あるいは 10 年後の
追跡調査が必要であり、貧困農村変化の
視点を入れた再度の調査と、それに基づ
く研究が強く望まれる。 
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